
随 意 契 約 報 告 書

 1　担　当　課

 2　 施行番号 

 3　事　業　名

 4　 事業場所

 5　 事業概要

 6　工　　　期

 7　請負代金額

 8　契約締結日

 9　契約相手方

10　契約相手方の選定理由

畜産センター

契畜セ 第 3 号

山岡町久保原地区豚コレラ対策防止柵設置工事

恵那市山岡町久保原

柵設置工L=650m

令和元年10月18日　～　令和元年11月29日

6,237,000 円

令和元年10月18日

住所 岐阜県恵那市山岡町原７８９ー３

名称 板垣建設（株）

代表取締役　板垣　光公

167条の2第１項第5号　緊急の場合に該当

緊急の場合に該当



随意契約理由書 

 

施工番号 畜セ第 3号 

件  名 山岡町久保原地内豚コレラ対策防止柵設置工事 

施工場所 恵那市山岡町久保原地内 

施工期間 契約日から令和元年 11 月 29 日 

相 手 先 板垣建設(株) 

 

随意契約理由 

 

平成３１年２月以降、６養豚場のうち６養豚場で豚コレラが発生した、（有）

銭坂畜産は経営再開に向けて衛生管理強化準備を進めている 

経営再開に向けて、豚コレラに感染した野生イノシシの感染拡大が続いてい

ることから、養豚場への感染を防止するため、恵那市としては早急の感染防止対

策が必要となることから小動物の侵入防止柵設置工事を行う。 

恵那市建設業組合と話し合いを行った結果、早急に対応可能な板垣建設(株)

との随意契約により行う。 

これは、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 5 号により、緊急の場合に

該当する。 

 



随 意 契 約 報 告 書

 1　担　当　課

 2　 施行番号 

 3　事　業　名

 4　 事業場所

 5　 事業概要

 6　工　　　期

 7　請負代金額

 8　契約締結日

 9　契約相手方

10　契約相手方の選定理由

藤花苑

契藤苑 第 17 号

恵那市藤花苑監視システム更新事業

武並町藤花苑

既存システムの変更に伴う、施設内通信機器の通信工事を行う

令和元年10月24日　～　令和 2年3月13日

6,380,000 円

令和元年10月24日

住所 東京都目黒区自由が丘３ー１６ー１５

名称 シンク・エンジニアリング（株）

代表取締役　岡村　勝也

167条の2第１項第2号　その性質又は目的が競争入札に適しない場合に該当



随意契約理由書 

 

地方自治法第１６７条の２第１項第２号（その性質又は目的が競争入札に適しない場合） 

 

 

藤花苑監視システム更新工事にあたり、既設置システムを導入した事業所から見積もりを聴

取した結果、クライアントサーバー方式の見積もりが提出され金額が高価であったため、広く

提案を求めるためプロポーザル方式により事業者の選定を行う事とした。 

８月26日から８月30日までホームページに募集記事を掲載し、参加事業者を募集したところ

１社から参加表明があった。（シンク・エンジニアリング株式会社） 

 

・プレゼンテーションにより内容を審査した結果、受託事業者として適当と認められた。 

・他に応札できるものがいない。 

 

よって、当該事業者との随意契約を行うものである。 



随 意 契 約 報 告 書

 1　担　当　課

 2　 施行番号 

 3　事　業　名

 4　 事業場所

 5　 事業概要

 6　工　　　期

 7　請負代金額

 8　契約締結日

 9　契約相手方

10　契約相手方の選定理由

畜産センター

契畜セ 第 4 号

山岡町馬場山田地内豚コレラ対策柵設置工事

恵那市山岡町馬場山田

柵設置工L=634m

令和元年12月10日　～　令和 2年3月19日

7,557,000 円

令和元年12月10日

住所 岐阜県恵那市山岡町原７８９ー３

名称 板垣建設（株）

代表取締役　板垣　光公

167条の2第１項第5号　緊急の場合に該当

別紙のとおり



随意契約理由書 

 

施工番号 畜セ第 4号 

件  名 山岡町馬場山田地内豚コレラ対策防止柵設置工事 

施工場所 恵那市山岡町馬場山田地内 

施工期間 契約日から令和元年 3月 19 日 

相 手 先 板垣建設(株) 

 

随意契約理由 

 

平成３１年２月以降、６養豚場のうち６養豚場で豚コレラが発生した、（有）

銭坂畜産は経営再開に向けて衛生管理強化準備を進めている 

経営再開に向けて、豚コレラに感染した野生イノシシの感染拡大が続いてい

ることから、養豚場への感染を防止するため、恵那市としては早急の感染防止対

策が必要となることから小動物の侵入防止柵設置工事を行う。 

恵那市建設業組合と話し合いを行った結果、早急に対応可能な板垣建設(株)

との随意契約により行う。 

これは、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 5 号により、緊急の場合に

該当する。 

 


